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図　13　台風災害の家屋被害度（H／P蝸R〇一5）の経年変化．全台風についての3年移動平均
4．洪水災害
　大河川下流域における洪水では，氾濫流量や浸水域は大きいものの死者は一般に少ない．
多数の死者が生ずる洪水は，山地内谷底低地や山麓部における流速大で多量の土砂・流木を
流送するいわば激流洪水である．洪水の強度を示す値としては，水深，流速，流量などがあ
げられる、これらの物理量と被害高との問には相関関係が存在するはずであるが，その作用
域すなわち洪水氾濫域は一般に狭い，とくに激流洪水の場合局地的であるので，相関関係を
なかなか見出し難い．
　先に述べたように，損壊家屋数は地域の人問・社会に現実に作用した加害力の大きさを反
映している値であると考えられる．図14，15はユ957年諌早水害および1958年狩野川水害につ
いて，損壊家屋数と死者数との相関を示したものである．これらは山地内および山麓の谷底
低地における激しい洪水による災害で，夜10時以降に発生し多数の死者をだした．諌早水害
による長崎県の死者は815人，狩野111水害による静岡県伊豆地方の死者は970人に達した．
これらの死者の多くは洪水によるものであるが，山崩れ，土石流によるものもまたかなり含
まれる．
　家屋の損壊はいうまでもなく全壊，半壊および流失に分類されている（一部破損もあるが
被害の程度が軽微なので除外する）．このような家屋被害高を一数値で示す場合，全壊と流
失に同じおもみ1をつけ半壊に0．5のおもみをつけて，これらを単純加算して表すのが一般
に行われている．しかし，人命に対して現実に作用した加害力の大きさを損壊家屋数によっ
て問接的に表現しようとする場合，それぞれに与えるおもみは被害高を表現する場合とは異
なってしかるべきものと思われる．たとえば地震の際，半壊家屋内では死者はほとんど発生
していない．また，家屋をその場所で破壊する場合とそれを流し去ってしまう場合とでは作
用力の強度と質は異なるはずである．そこで流失および半壊に種々のおもみを与えて全壊に
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図　14　狩野川水害（1958）の損壊家屋数
　　　と死者数との関係（市町村単位）
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図　15　諌早水害、（1957）の損壊家屋数と
　　　死者数との関係（市町村単位）
加算して得た損壊家屋数と死者数との相関分析を多数回行い，相関係数が最も大きい場合の
おもみを求めた．その結果，諌早水害，狩野川水害のように多数の流失家屋が生ずるような
激しい洪水では，流失には2のおもみを，半壊には0のおもみ（つまり半壊は無視する）を
与えたときに，最も相関が高いという結果が得られた．同様に多数の流失家屋が生じた伊勢
湾台風高潮災害の場合でも，流失に2よりもやや大きいおもみを与えたときに相関が高かっ
た．一方，土砂による災害の場合には，全壊と流失に同じおもみを与えるのがよいという結
果が得られた。この違いは作用物体が水と土砂という性質が異なるものであるということに
起因するものであろう．土砂による災害の場合，全壊程度ですでに十分大きな加害作用を人
命に加えているものと推定される．ただしおもみの値が合理的と思われる範囲内（流失で
1．5～2．5程度，半壊でO～O．5程度）では，相関係数の違いはわずかである．このような
結果に基づき，図ユ5，ユ6では流失数の2倍と全壊数とを加えた値を横軸にとって死者数との
相関を示した．
　洪水被害の分析は，市町村という行政単位によってではなくて流域という水文単位で行う
と，自然要因との関係が求めやすいと考えられる．1953年6月末，九州の北部および中部で
は梅雨前線の活動により1000mmに達する大雨が降り，筑後111，白川，大分川など多数の河
川が氾濫して，1000人近い死者をだすという大きな災害となった．この災害に関しては流域
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別の被害集計がなされているので，これを使用して人的被害規模に関係する要因を調べてみ
る、対象とした流域は図16中に示した．流域面積の最大は筑後川の3000k㎡，最小は嘉瀬111
　　　　2の300kmである。被害が最も著しかったのは白川流域で，阿蘇山から流出した多量の火山灰
を含む氾濫流に襲われた熊本市では死者286人に達した1
　まず，洪水の強度を表す水文諸量と，いわば一次的な被害である損壊家屋数との関係を求
める．流水のもつ勢力は，流量と流れの場の地形勾配との積によって表すことができる．一
般に被害の規模は現象のピークの大きさによって規定されるので，各河川で観測された最大
流量を使用することがまず考えられる．また，流量に対応する量を流域内に投入された雨の
総量，たとえば流域平均総雨量と流域面積の積の値によって表すと，降雨要因を含めること
ができて好都合である．流域の勾配については種々の求め方があるが，最大標高と最小標高
の差を河川延長（河道の中小の屈曲は除く）で割った値（起伏比）によるのが最も簡便であ
る．このようにして表した洪水の強度がいくら大きなものであっても，被災対象がなければ
被害は生じない．そこで流域平均住家密度を被害ポテンシャル要因としてとり入れることに
する．
　図16は流域平均総雨量，流域面積および起伏比の3者の積で表す洪水現象の強度値と流域
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図　16　西日本水害（1953）における洪水強度要因，被害ポテンシャル要因と損壊家屋数との関係1〕
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平均住家密度との2変数を説明変数とし，損壊家屋（全壊十流失）数を目的変数として重回
帰分析を行った結果を示すものである．図17は最大流量と起伏比の積および流域平均住家密
度を説明変数とした場合のものである．いずれも高度に有意な相関が認められる．このよう
にして求められた損壊家屋数を死者数に結びつけるためには，図ユ8に示した相関関係が利用
できる．これらの回帰式は，データの精度や対象流域の特性などのため，一般的な適用性を
もつものではない．しかし，ここにあげられた外力規模要因や被害ポテンシャル要因，その
求め方に検討の余地はあるものの，が人的被害の規模に関係しているということは一般に認め
られることであろう．
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5．高潮・強風災害
　ユ959年9月26日夜来襲した伊勢湾台風は，死者5000人を越すという大災害をひき起こした．
被害が最も大きかったのは愛知県で，死者3260人にも達した．その大部分は伊勢湾に発生し
た高潮によるものである．内陸部では強風および土砂による災害も発生した、ここでは愛知
県下市区町村の被害データ（市町村の報告による）を使用して，災害の種類および地理的位
置による人的被害度の差を求める．
　図19，2ユには，高潮被害をうけた沿岸部市区町村と内陸部の市区町村に分けて，損壊家屋
数と死者数との相関を示した1損壊家屋数としては，回帰分析結果に基づき洪水災害の場合
と同じように，流失数の2倍と全壊数との和を使用した．高潮被害地区について示した図19
では死者数の規模および被害度が共に大きいグループが明瞭に識別できる．これらの市区町
村は，半田巾を唯一の例外として，伊勢湾の湾奥の沿岸部に位置しているので，高潮の直撃
をうけて大きな被害が生じた．広くて低平な三角州や干拓地であるため避難用の自然の高地
はなく，また，高潮の来襲が夜9時半という遅い時刻であったため，被害度も高かった．半
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図　19伊勢湾台風災害の損壊家屋数と死者数との関係（愛知県下高潮被害地区，市区町村単位）
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田市は知多湾に面する海岸平野に位置する．ここは6年前にも13号台風による高潮の被害を
被っているが，そのときも人的被害度は異常に高かった．
　濃尾平野南部には日本最大のOメートル地帯が広がっている．このため高潮は内陸深く侵
入し，海岸線から20kmのところにまでも達した．図19では，直接海岸には面していない内
陸にあって高潮による浸水を被った市区町村を白丸で示した．沿岸地区に比べ被害規模，被
害度ともに一段と小さい．知多半島および三河湾沿岸部も，潮位は伊勢湾奥に比べ1～2m
低かったものの，高潮の被害を被った．ここは山地・丘陵がすぐ背後に連なる海岸平野から
なる地域である．このグループについては，知多半島地区と三河沿岸地区とに分けて図示し
た．各地区の境界は図20に示した．データにかなりのばらつきはあるものの，両地区の人命
被害度の差は明瞭である．知多半島東岸も含む三河湾沿岸域は，1953年の13号台風による高
潮によって大きな被害を被ったが，その被災経験が人命被害の軽減に生かされたものと思わ
れる．
　これら各グループの人命被害度の差を量的に示すために，先に示した風水害被害率の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aと同じようにして，勾配を1に固定した場合の回帰式の定数項の値（1O　）を求め，図中に
示した．各グループのデータの分布からみて，勾配1の回帰直線はさほど無理なくひけるで
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図　20伊勢湾台風の高潮により被災した愛知県下市区町村の位置図．A－A’1伊勢湾奥デルタ地区
の南限，B－B’：知多半島地区と三河地区の境界．数字は最高潮位（m）．Ts：津島市，J
．十四山村，Y：弥富町，Mi1名古屋巾港区，M：名古屋市南区，K：刈谷市，H：半田市，
N：西尾市，G：蒲郡巾，T1豊橋市
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あろう．これの比較によると，デルタ沿岸地区はデルタ内陸地区の約3倍の被害度を示すこ
とになる．また，三河沿岸地区は知多半島地区に比ベユ／2．5，伊勢湾奥デルタ沿岸地区に比
べ1／15という低い人命被害度を示す．なお，知多半島南部の町村の被害度は三河沿岸地区と
同程度に低い．地形条件や地理的位置の違い，災害経験の有無などによって，人命被害度に
はこのような大きな差が生ずる可能性がある．各種災害情報の伝達や避難の指示は行政の重
要な防災任務であるが，それをうけた多数の地域住民が実際に避難行動をおこし，かつそれ
が効果的に遂行されるか否かはまた別の問題である．
　13号台風のときの被害データは，図が繁雑になるため図示しなかったが，三河沿岸地区と
知多半島地区のほぼ中問にプロットされる．1950年に大阪市はジェーン台風による高潮によ
って広範囲に浸水し，大きな被害が生じた．このとき沿岸部にあって高潮の直撃をうけた区
の被害データは，デルタ内陸地区とほぼ同じ被害度の位置にプロットされる．なお，これら
2台風による高潮の発生は昼問であった．
　図21は高潮被害をうけなかった内陸市区町村についての損壊家屋数と死者数との関係を示
すものである．これらの市区町村の被害内容をみると，全壊，半壊は多いが流失はなく浸水
はあっても少ないことからみて，死者は強風によって生じたものと判断される．このときの
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図　21伊勢湾台風災害の損壊家屋数と死者数との関係（強風，土砂災害地区，市区町村単位）
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最大瞬間風速は愛知県の内陸域で40～60m／secに達した．黒丸で示したこれら強風被害地区
のデータは，ほぼ勾配1の回帰直線で表される分布を示す．行方不明者や流失家屋があるこ
とから土砂災害が発生したものと判断される三河山地内3町村のデータは，人命被害度がと
くに高い位置にブロットされる．伊勢湾台風時には，奈良県および三重県の山地内でも山崩
れ，土石流による被害が発生した．奈良県のll1上村では死者が72人にも達した．土砂災害地
区のデータを増やすために，この両県の主要被災町村も対象にして図示した．
　各被災地区群間の比較を行いやすくするために，図21にはすべての回帰直線（勾配1）を
重ねて示した．土砂災害地区はデルタ沿岸高潮地区に匹敵する大きさの被害度を示す．ただ
し，被害の規模はかなり小さい．強風被害地区の被害度は，知多半島高潮地区よりもやや小
さい．沿岸域では風速は大きいので，高潮地区と分類した市区町村の被害の中には，強風に
よるものも含まれているはずである．三河沿岸地区では被害度が内陸の強風被害地区の半分
であることからみて，高潮だけに限ってみれば人命の被害度は非常に小さかったものと推定
される．
　高潮や洪水では，水深が外力規模を表す主要な指標となる．伊勢湾台風による高潮浸水域
は三角州域において広範囲にわたったので，ほぼ全域が水没した区町村がある．このような
場合，平均浸水深を求めこれを区町村の被害と対応させて，両者の相関関係を得ることがで
きる．図22は市区町村単位での平均浸水深と死者率との関係を示したものである．伊勢湾台
風による高潮浸水地区（三重県の2町村を含む）は上方の丸印で示した．平均浸水深は浸水
深分布図を使用して求めた．蟹江町と南区を除き明瞭な直線相関が認められ，死者率は浸水
深の指数関数で表されることがわかる1名古屋市の南区では，臨海貯木場から流出した大量
の木材により多数の死者がでた．南区の平均浸水深はユ．7mであるが，この場合の死者率を
回帰式によって求め，ついでそれを死者数に直して実際の死者数との差を求めると一ユ000人
となる．これは木材流出による死者増加分にほぼ対応すると考えられる．名古屋港周辺の貯
木場から流出した木材は約2000トン，流出距離の最大は3．5kmにも達し，これによる死者
は約1500人という報告もある．蟹江町は全面浸水したが，内陸に位置するので水位上昇速度
や流速は小さくて，死者率は沿岸地区に比べて一段と低かった．
　山地内谷底低地や山麓部における河川洪水の場合，一つの町や村が全域浸水するというこ
とは稀である．狩野111水害時に韮山村は，集落が少ない山地部を除き，低地部が全面浸水し
た．また伊東市は，海に面した小谷底低地に位置する中心市街地が，ほぼ全面浸水した．こ
の2市村についても平均浸水深と死者率を求めて図中に示したが，伊勢湾台風についての回
帰直線にきわめて近い位置にプロットされている．なお，伊東市の死者率は人口集中地区
（D　I　D）の人口を使用して求めた．諌早水害時に諌早市中心市街地は広範囲に浸水した．
このときの最大浸水深は3，5mであるので，低平な干拓地に接続しており河川沿いがかえっ
て高いという地盤高分布に基づき，平均浸水深を2～2．5mと推定して，参考までに図中に
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図　22　高潮，洪水災害における平均浸水深と死者
　　　率との関係（市区町村単位）
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示した．激流洪水の場合，流速は大きくかっ土石・流木を含んでいるので，浸水深だけでは
外力規模を表すことができない．
　ジェーン台風による高潮によって浸水した大阪市臨港部の区についても，平均浸水深（大
阪市の調査による）と死者率との関係を，図22中に示した．浸水面積率80％以上の区に限っ
てみると，図のようにほぼ完全な直線相関が認められる．その死者率は伊勢湾台風のそれに
比べ一桁小さい．ジェーン台風災害があった1950年は敗戦後まもないときで，各種の防災対
策はまだ非常に不十分であったであろう．しかしこのように大きな差が生じていることの一
つの理由として，災害発生時刻があげられる．ジェーン台風による高潮の発生は午後1時ご
ろであったのに対し，伊勢湾台風のそれは夜9時半であった．また狩野川水害，諌早水害も
夜10～11時のことであった．情況の把握，情報の伝達，避難の実行，救出活動等に関して，
昼間と深夜とではかなりの差が生じ，その結果が死者率の大きな違いとして現れる可能性が
強い．
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6．土砂災害
　図23は1953年8月の南山城土砂災害によって被災した京都府下の町村について，損壊家屋
数と死者数の関係を示すものである．回帰分析の結果では，流失と全壊とに同じおもみを与
えたときに最も高い相関が得られた．回帰直線の勾配は他の災害と同じように1よりもやや
大きい．土砂災害では外力規模を適切に表す物理量は得がたいが，このように損壊家屋数と
人的被害との相関は認められるので，この関係を利用して人的被害の大きさにかかわる要因
を調べてみる1
　ユ965～1982の期問に発生した主な山崩れ，土石流災害につ｝・て，全壊・流失数と半壊数の
％の和で表す損壊家屋数と死者数との関係を示したのが図24である．土砂の衝撃力は強大で
あって，半壊程度の被害の場合でも人命に対する加害力は大きいものと考えて，半壊に0．5
のおもみを与えた。なお地震災害の場合には，半壊に0．2のおもみを与えると相関が最も高
いという結果が得られた．一般に市町村の調査による被災家屋数は，警察調査のそれに比べ
多く，ときには2倍以上にもなっている．ここでは多数の災害事例を比較対象とするのでデ
ータの均質性を得るために，また，データが入手しやすいということのために，統一した基
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者数との関係（町村単位）
山崩れ，土石流災害（1965～82）にお
ける損壊家屋数と死者数との関係（警
察調査による県単位の被害高）
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準に基づく警察調べの都道府県集計値を使用する．したがってここで示すのは，あくまでも
警察調査の都道府県被害高に基づく結果である．
　図24では，夜工0時以降という深夜に発生した災害はすべて人命被害度が高く，一方人命被
害度が低いのはすべて朝～夜10時の時間帯に発生した災害であるということが明瞭に示され
ている．勾配1の回帰直線の回帰定数の比較によると，深夜の事例は朝～夜10時の事例（被
害度が深夜なみに高い2災害を除く）に比べ，被害度が3倍も高いという結果になる．都市
における災害は山村における災害に比べて被害度が高いという傾向もまた認められる．損壊
家屋数と負傷者数との相関は図25に示した1時刻による差はあまり明瞭でないが，被害度が
高い位置にプロットされているのは深夜の事例であるということは認められる．
　山地地域に大雨が降れば，山崩れ・土石流による被害と共に河川の大規模な氾濫による被
害が生ずることは多い．洪水災害では土砂災害に比べ損壊家屋数が相対的に多いのが通常で
ある．そこで，1953年南近畿水害，1967年羽越水害，ユ982年長崎水害などのような，山崩れ
・土石流と谷底低地における大規模な氾濫とが複合した災害については別に図26に示した．
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図　25　山崩れ，土石流災害（1965～82）にお　　　　図　26洪水と山崩れ・土石流の複合災害
ける損壊家屋数と負傷者数との関係
（警察調査による県単位の被害高）
（1948～1982）における損壊家屋数と
死者数との関係（警察調査による県単
位の被害高）
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図　27土砂災害の人命被害度（死者数／損壊家屋数）の時刻変化
図25にあげた土砂災害は，河川の氾濫は生じていても，それによる死者はなくまた家屋の損
壊も少なかった災害である．図26において，大部分の災害事例は同一の回帰直線の周辺に分
布する．つまり被害度はほぼ同じ大きさである．ただしこれらから大きくはずれる災害例も
あって，狩野川水害と長崎水害は被害度が6．5倍も大きい．住民の危険意識や防備態勢の程
度によっては，人的被害がこのように大きく拡大する可能性がある．
　土砂災害の人命被害度の時刻による変化を示したのが図27である、22時～4時のいわば深
夜の時間帯に被害度のピークがあることが明瞭に認められる．
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